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１ 新地方公会計制度の導入について 

 

地方公共団体は、住民が納めた税財源の配分について、議会における議決を経

た予算を通じて統制を行うという点で、営利目的の企業とは根本的に考え方が

異なっています。 

そのため、地方公共団体の会計は、予算の適正かつ確実な執行に主眼が置かれ、

現金主義・単式簿記による予算・決算制度が採用されています。 

 

一方で、地方公共団体を取り巻く厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、

住民に対しての説明責任をより適切に果たし、財政の効率化、適正化を図るため、

従来からの現金主義・単式簿記を補完する形で、発生主義・複式簿記による企業

会計的手法を活用した財務書類の作成が全国的に進められています。 

 

発生主義・複式簿記による地方公会計制度の導入は、行財政運営に「経営」の

視点を取り入れ、財政の透明性の向上や、住民への説明責任を果たす上で重要な

取組みとされていますが、財務書類を作成するための基準が複数あることで、市

町村同士の比較を行うことが難しいなどの課題もありました。 

そのため、平成２７年１月に総務省から「固定資産台帳の整備」と「複式簿記

の導入」を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準が示され、原則とし

て、平成２９年度までに全ての地方公共団体において「統一的な基準」に沿った

財務書類を作成し、予算編成等に積極的に活用するように要請されたところで

す。 

 

岩見沢市では、平成２８年度決算から統一的な基準に基づく財務書類を作成

しています。 

※財務書類は、一般会計と公営事業会計以外の特別会計からなる｢一般会計等｣、

公営事業会計の特別会計を含めた｢全体｣の２種類を作成しています。 

 

 

 

  

【全体財務書類】 

        

 

 

国民健康保険費会計、と畜場費会計、公共用地等造成費会計、 

公設卸売市場費会計、企業用地造成費会計、農業集落排水事業費会計、 

介護保険費会計、後期高齢者医療費会計、 

病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計 

（下線は地方公営企業法適用会計） 

【一般会計等財務書類】 

一般会計、高等学校費会計 
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２ 統一的な基準による財務書類について 

 

財務書類は、次の４表から構成されています。 

 

■貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet） 

貸借対照表は、年度末時点での資産や負債などの残高（ストック情報）を表

しています。 

この表は、資産をどのような財源（負債と純資産）で賄ったかを示しており、

負債は将来世代の負担を表し、純資産は現在までの世代の負担を表しています。 

 

■行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement） 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営に伴う費用と、その財源としての収

入（税収、国・道支出金等を除く）を示した一覧表で、市の収支の状況を明ら

かにしています。民間の企業会計でいう損益計算書にあたります。 

 

■純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement） 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」に計上されている数値が、１

年間でどのように変動したかを表している計算書で、行政運営のためのコスト

がどの程度、税収、国・道支出金等で賄われたかを明らかにしています。 

 

■資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement） 

資金収支計算書は、１年間の歳入と歳出の状況を、①業務活動収支、②投資

活動収支、③財務活動収支に区分した資金の増減から表したもので、これによ

り、どのような要因で現金が増減したのかを明らかにしています。 

 

（財務書類の相互関係） 

 

資産 負債 経常費用 前年度末残高

経常収益

臨時損失

臨時利益 財源

固定資産等の変動

＋本年度末歳入歳出外現金残高

※ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

※
※

貸借対照表の資産のうち、「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末資金残高に本年度末歳入歳出外現金残高
を足したものと対応します。

本年度資金収支額

（現金預金） 純行政コスト
前年度末資金残高

純資産 本年度末残高 本年度末資金残高

純行政コスト
投資活動収支

財務活動収支

■貸借対照表

業務活動収支

■行政コスト計算書  ■純資産変動計算書 ■資金収支計算書

2



３ 財務書類の内容について 

 

 各財務書類は、次のような内容で構成されています。 

 

 

■貸借対照表（ＢＳ） 

科目及び内容 科目及び内容 

【資産の部】 

 

●固定資産 

将来の世代に引き継ぐ公共施設等の

固定資産や、出資金などの投資その他

の資産の合計です。 

なお、有形固定資産（物品を除く）は、

事業用資産（庁舎や学校など）とインフ

ラ資産（公園や道路など）に分けられま

す。  

 

●流動資産 

資金（年度末に保有している現金及

び基金以外の預金）や税等の未収金、貸

付金、財政調整基金など将来現金化す

ることが可能な財産です。 

 

【負債の部】 

 

●固定負債 

地方債の残高（流動負債計上分を除

く）や退職手当引当金などです。 

 

 

●流動負債 

１年以内に返済予定の地方債や、そ

の他賞与引当金、預り金などです。 

 

 負債合計 

【純資産の部】 

これまでの世代や国・道が負担した

将来返済しなくてよい財産です。 

 

 

 純資産合計 

資産合計 負債及び純資産合計 
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■行政コスト計算書（ＰＬ） 

科目 内容 

経常費用 

  業務費用 

   人件費 

 

 

 

   物件費等 

    

 

 

その他の業務費用 

 

  移転費用 

 

 

 

経常収益 

 

 

職員給与や退職手当引当金（全職員が年度末に退

職したと仮定した場合の支給見込額）に新たに繰り

入れた額などを表しています。 

 

消耗品の購入や施設等の維持補修費、施設の経年

劣化等に伴う減価償却費、委託料などの費用を表し

ています。 

 

地方債返済の利子などを表しています。 

 

各団体等への補助金や児童手当、生活保護などの

社会保障関係給付、特別会計への繰出金などを表し

ています。 

 

市民の皆さまにご負担いただく、市の施設の使用

料や証明書発行手数料など、サービスの提供に対す

る収入等を表しています。 

 

純経常行政コスト 経常収益－経常費用  

 臨時損失 

 

 

 臨時利益 

災害復旧事業費や資産の除売却損など、臨時に発

生する費用を表しています。 

 

資産の売却益など、臨時に発生する利益を表して

います。 

 

純行政コスト 純経常行政コスト－臨時損失＋臨時利益  
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■純資産変動計算書（ＮＷ） 

科目 内容 

前年度末純資産残高 前年度の貸借対照表における純資産残高 

純行政コスト 

   

 

財源 

行政コスト計算書によって計算された行政サー

ビスに対するコストの財源不足分を表しています。 

 

市税、地方交付税などの税収等や国・道支出金な

ど行政コスト計算書に計上されない財源を表して

います。 

本年度差額 純行政コスト ＋ 財源 

  資産評価差額 

   

 

無償所管換等 

固定資産や有価証券等の当該年度における評価

益と評価損との差額を表しています。 

 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等

を表しています。 

本年度純資産変動額 固定資産等の変動額の合計 

本年度末純資産残高 本年度の貸借対照表における純資産残高 

 

 

■資金収支計算書（ＣＦ） 

科目 内容 

【業務活動収支】 

  業務支出 

  業務収入 

  臨時支出 

  臨時収入 

 

市税や使用料及び手数料収入、施設の光熱水費

などの物件費や、人件費支出など、行政サービス

を行う中で毎年度継続的に収入・支出されるもの

です。 

【投資活動収支】 

  投資活動支出 

  投資活動収入 

 

学校・道路・公園等の資産形成や、投資・貸付金

等に係る収入・支出などです。 

【財務活動収支】 

  財務活動支出 

  財務活動収入 

 

地方債・借入金などの借入（収入）や返済（支出）

などです。 

本年度資金収支 各活動収支の合計 

前年度末資金残高 前年度資金収支計算書の本年度末資金残高 

本年度末資金残高 本年度資金収支＋前年度末資金残高 

※貸借対照表の「現金預金」は、上記の資金残高に歳入歳出外現金の年度末残高 

を加えた額となります。 
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土地
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建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他
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給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額
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【
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式
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8

2
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年
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度
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5,713

一
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般
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390,4

会
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計
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行

072,742,20

政

4

5,720,429
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4,4
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37,039,948
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1,643,600,

書
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943,082
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700,51

　

7,414

△36,7

平

61,280,950

成

414,740,53

2

8

0

354,173,

8

624

0

12,000

年

60,554,914

 

7,578,129

7

4

,578,129

0

△

月

37,168,443

 

,359

1日

至　平成29年 3月31日

（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員

7



9
年
 
3
月
3
1
日

（
単
位
：
円
）

前
年
度
末
純
資
産
残
高

純
行
政
コ
ス
ト
（
△
）

財
源 税

収
等

国
県
等
補
助
金

本
年
度
差
額

固
定
資
産
等
の
変
動
（
内
部

変
動
）

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

有
形
固
定
資
産
等
の
減
少

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

貸
付
金
・
基
金
等
の
減
少

資
産
評
価
差
額

無
償
所
管
換
等

そ
の
他

本
年
度
純
資
産
変
動
額

本
年
度
末
純
資
産
残
高

1
2
7
,
0
8
1
,
5
1
8
,
5
0
3

1
8
9
,
4
5
6
,
8
1
2
,
7
4
1

△
6
2
,
3
7
5
,
2
9
4
,
2
3
8

△
3
7
,
1
6
8
,
4
4
3
,
3
5
9

△
3
7
,

【

1
6
8
,
4
4
3
,
3
5

様

9

3
6
,
8
4
6
,
7
6

式

8
,
4
0
3

3
6
,
8
4

第

6
,
7
6
8
,
4
0
3

2

３

6
,
5
6
2
,
3
9
8
,

号

5
4
1

2
6
,
5
6
2
,

】

3
9
8
,
5
4
1

1
0
,

科

2
8
4
,
3
6
9
,
8
6

目

2
1
0
,
2
8
4
,
3
6

合

9
,
8
6
2

△
3
2
1
,

計

6
7
4
,
9
5
6

△
3
2

固

1
,
6
7
4
,
9
5
6

1

定 ,
0
7
7
,
2
1
1
,
6

資

2
9

△
1
,
0
7
7
,
2

産

1
1
,
6
2
9

5
,
2
4

余

4
,
8
3
8
,
5
2
4

△

剰

5
,
2
4
4
,
8
3
8
,

分

5
2
4

△
4
,
6
5
8
,

等

3
3
8
,
5
8
9

4
,
6

形

5
8
,
3
3
8
,
5
8
9

成

4
,
1
2
1
,
7
5
3
,

分

5
1
9

△
4
,
1
2
1
,

（

7
5
3
,
5
1
9

△
3
,

不

6
3
1
,
0
4
1
,
8
2

足

5
3
,
6
3
1
,
0
4
1

分

,
8
2
5

0
0

0
0

0
0

）

0

△
3
2
1
,
6
7
4
,

岩

9
5
6

1
,
0
7
7
,
2

見

1
1
,
6
2
9

△
1
,
3

沢

9
8
,
8
8
6
,
5
8
5

市

1
2
6
,
7
5
9
,
8
4

 

3
,
5
4
7

1
9
0
,
5

 

3
4
,
0
2
4
,
3
7
0

平

△
6
3
,
7
7
4
,
1
8

成

0
,
8
2
3

2
8
年
度

一
般
会
計
等
純
資
産
変
動
計
算

書

自
　
平
成
2
8
年
 
4
月
 
1
日

至
　
平
成
2

8



9

2

146,453,2

年

56

267,959,

 

863

△1,282,

3

647

266,677

月

,216

413,13

3

0,472

1日

（単位：円）

【業務活動収支】

　業務支出

　　業務費用支出

　　　人件費支出

　　　物件費等支出

　　　支払利息支出

　　　その他の支出

　　移転費用支出

　　　補助金等支出

　　　社会保障給付支出

　　　他会計への繰出支出

　　　その他の支出

　業務収入

　　税収等収入

　　国県等補助金収入

　　使用料及び手数料収入

　　その他の収入

　臨時支出

　　災害復旧事業費支出

　　その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

　投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

　　基金積立金支出

　　投資及び出資金支出

　　貸付金支出

　　その他の支出

　投資活動収入

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

　　貸付金元金回収収入

　　資産売却収入

　　その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

　財務活動支出

　　地方債償還支出

　　その他の支出

　財務

【

活動収入

　　地方債発

様

行収入

　　その他の収

式

入

財務活動収支

本年度

第

資金収支額

前年度末資

４

金残高

本年度末資金残

号

高

前年度末歳計外現金

】

残高

本年度歳計外現金

科

増減額

本年度末歳計外

目

現金残高

本年度末現金

金

預金残高

34,3

額

11,482,559

16,238,740,355

5,716,

岩

740,190

9,9

見

64,437,958

沢

390,484,82

市

4

167,077,3

 

83

18,072,7

 

42,204

5,72

平

0,429,225

7

成

,850,837,4

2

03

4,464,43

8

5,628

37,03

年

9,948

37,35

度

0,791,561

2

一

6,603,361,

般

177

9,263,0

会

02,918

943,

計

082,766

541

等

,344,700

0

0

資

0

0

3,039,30

金

9,002

9,787

収

,192,043

5,

支

244,838,52

計

4

897,933,5

算

19

420,600,

書

000

3,223,8

自

20,000

0

4,6

　

75,819,941

平

1,021,366,

成

944

398,131

2

,825

3,232,

8

910,000

23,

年

411,172

0

△5

 

,111,372,1

4

02

4,477,55

月

0,466

4,409

 

,228,403

68

1

,322,063

6,

日

087,100,00

至

0

6,087,100

　

,000

0

1,609

平

,549,534

△4

成

62,513,566

2

608,966,82
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【注記】 一般会計等財務書類 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価方法については、再調達原価としています。 

 

②無形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価方法については、再調達原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的以外の有価証券････････････取得原価 

 

②出資金････････････････････････････････出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産･･････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  15 年～50 年 

工作物 20 年～60 年 

物品   3 年～27 年 

 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

て会計処理を行っています。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

未収金については、過去 3 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

長期延滞債権については、過去 3 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

 

②退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

③損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

④賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

10



 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含む現金 

 

（７）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①物品の計上基準 

物品については、岩見沢市会計規則に定める重要な物品（自動車、自動車以外の動力に

より運転するもので購入価格が 25 万円以上の機械類及び購入価額が 50 万円以上のもの）

を資産として計上しています。 

 

２ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

高等学校費会計 

 

②一般会計等の対象範囲に公共用地等造成費会計の一部を加えたものが普通会計の対象 

範囲となります。 

 

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率   実質赤字は発生していません。 

連結実質赤字比率 連結実質赤字は発生していません 

実質公債費比率   5.9％ 

将来負担比率   44.9％ 

 

④繰越事業に係る将来の支出予定額                     4,269,347 千円 

 

⑤地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要 

額に含まれることが見込まれる金額（⑤のうち一般会計等分） 36,100,261 千円 

 

⑥地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素 

標準財政規模                       24,657,756 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     4,119,953 千円 

将来負担額                        72,631,095 千円 

充当可能基金額                      15,543,530 千円 

特定財源見込額                       6,001,903 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額       41,852,063 千円 
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事

8

1,167,500

業

,244

100,81

用

7,413

500,0

資

00

△37,469,

産

254

87,241,

土

000

259,715

地

,376,143

10

立

1,822,274,

木

505

71,014,

竹

934,004

321

建

,244,952

7,

物

425,388,56

建

0

1,721,939

物

,000

21,338

減

,767,989

8,価 987,109,48償 6

6,409,539

却

,534

1,117,

累

442,353

0

0

0

計

578,096,44

額

7

405,214,5

工

21

476,816,

作

631

110,809

物

,383,991

25

工

0,999,625,

作

968

△102,09

物

3,633,816

1

減

48,905,992

価

,152

259,71

償

5,376,143

却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航空機減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

【

投資損失引当金

長期延

様

滞債権

長期貸付金

基金

式

減債基金

その他

その他

第

徴収不能引当金

流動資

１

産

現金預金

未収金

短期

号

貸付金

基金

財政調整基

】

金

減債基金

棚卸資産

そ

科

の他

徴収不能引当金

繰

目

延資産

資産合計

【負債

金

の部】

固定負債

地方債

額

等

長期未払金

退職手当

科

引当金

損失補償等引当

目

金

その他

流動負債

１年

金

内償還予定地方債等

未

額

払金

未払費用

前受金

前

岩

受収益

賞与等引当金

預

見

り金

その他

負債合計

【

沢

純資産の部】

固定資産

市

等形成分

余剰分（不足

 

分）

純資産合計

負債及

 

び純資産合計

243,

平

706,531,56

成

1

231,359,3

2

65,352

76,9

8

62,825,040

年

23,578,718

度

,225

2,806,

全

502,340

106

体

,077,886,3

貸

06

△56,325,

借

514,552

347

対

,650,914

△2

照

81,632,673

表

0

0

0

0

0

0

9,56

（

8,000

△824,

平

600

750,471

成

,080

146,93

2

9,175,791

4

9

7,448,762,

年

170

13,659,

 

360,879

△5,

3

263,893,09

月

1

191,702,0

3

01,229

△101

1

,776,499,6

日

60

10,394,1

現

06

0

1,159,0

在

50,158

24,3

）

17,816,793

（

△16,860,45

単

2,272

7,247

位

,090

245,18

：

1

7,001,909

円

12,339,919

）

,119

1,213,

【

984,000

357

資

,012,000

85

産

6,972,000

0

の

0

825,205,1

部

41

72,595,0

】

00

10,354,4

固

81,251

0

10,

定

354,481,25

資

1

0

△126,346

産

,273

15,921

有

,603,582

5,

形

787,278,50

固

0

2,694,683

定

,131

0

7,375

資

,793,792

6,

産

208,293,54
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賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

そ

【

の他

経常収益

使用料及

様

び手数料

その他

純経常

式

行政コスト

臨時損失

災

第

害復旧事業費

資産除売

２

却損

投資損失引当金繰

号

入額

損失補償等引当金

】

繰入額

その他

臨時利益

科

資産売却益

その他

純行

目

政コスト

70,295

金

,536,775

37

額

,369,050,7

岩

50

10,870,2

見

65,367

8,34

沢

2,256,428

5

市

75,519,272

 

414,303,06

 

7

1,538,186

平

,600

24,394

成

,749,863

14

2

,282,552,6

8

85

2,612,65

年

0,051

7,155

度

,557,293

34

全

3,989,834

2

体

,104,035,5

行

20

892,346,

政

417

163,840

コ

,744

1,047,

ス

848,359

32,

ト

926,486,02

計

5

25,036,42

算

2,774

7,850

書

,837,403

0

3

自

9,225,848

1

　

6,549,512,

平

795

14,710,

成

924,692

1,8

2

38,588,103

8

△53,746,02

年

3,980

652,0

 

59,680

0

411

4

,603,432

0

1

月

2,000

240,4

 

44,248

10,5

1

23,815

10,4

日

39,079

84,7

至

36

△54,387,

　

559,845

平成29年 3月31日

（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費
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3
月
3
1
日

（
単
位
：
円
）

前
年
度
末
純
資
産
残
高

純
行
政
コ
ス
ト
（
△
）

財
源 税

収
等

国
県
等
補
助
金

本
年
度
差
額

固
定
資
産
等
の
変
動
（
内
部

変
動
）

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

有
形
固
定
資
産
等
の
減
少

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

貸
付
金
・
基
金
等
の
減
少

資
産
評
価
差
額

無
償
所
管
換
等

そ
の
他

本
年
度
純
資
産
変
動
額

本
年
度
末
純
資
産
残
高

1
4
8
,
6
5
8
,
3
1
8
,
0
9
5

2
5
0
,
3
8
9
,
6
0
0
,
9
8
9

△
1
0
1
,
7
3
1
,
2
8
2
,
8
9
4

△
5
4
,
3
8
7
,
5
5
9
,
8
4
5

△
5
4
,
3
8

【

7
,
5
5
9
,
8
4
5

5

様

4
,
5
8
6
,
6
3
3
,

式

9
0
2

5
4
,
5
8
6
,第 6
3
3
,
9
0
2

3
8
,

３

3
9
3
,
5
9
0
,
7
2

号

6
3
8
,
3
9
3
,
5
9

】

0
,
7
2
6

1
6
,
1
9

科

3
,
0
4
3
,
1
7
6

1

目

6
,
1
9
3
,
0
4
3
,

合

1
7
6

1
9
9
,
0
7
4

計

,
0
5
7

1
9
9
,
0
7

固

4
,
0
5
7

6
1
1
,
6

定

4
7
,
0
4
2

△
6
1
1

資

,
6
4
7
,
0
4
2

7
,

産

8
1
4
,
3
4
3
,
1
9

余

0
△
7
,
8
1
4
,
3
4

剰

3
,
1
9
0

△
7
,
7
5

分

7
,
8
7
7
,
5
0
5

7

等

,
7
5
7
,
8
7
7
,
5

形

0
5

4
,
1
8
6
,
2
2

成

3
,
1
8
2

△
4
,
1
8

分

6
,
2
2
3
,
1
8
2

△

（

3
,
6
3
1
,
0
4
1
,

不

8
2
5

3
,
6
3
1
,
0

足

4
1
,
8
2
5

0
0

0
0

分

4
8
,
6
0
0
,
0
0
0

）

△
1
,
6
2
2
,
0
6
3

岩

5
0
,
2
2
2
,
0
6
3

見

2
4
7
,
6
7
4
,
0
5

沢

7
6
1
0
,
0
2
4
,
9

市

7
9

△
3
6
2
,
3
5
0

 

,
9
2
2

1
4
8
,
9
0

 

5
,
9
9
2
,
1
5
2

2

平

5
0
,
9
9
9
,
6
2
5

成

,
9
6
8

△
1
0
2
,
0

2

9
3
,
6
3
3
,
8
1
6

8
年
度

全
体
純
資
産
変
動
計
算
書

自
　
平
成
2
8
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3

74,999,292

月

5,445,601,

3

992

5,520,6

1

01,284

267,

日

959,863

△1,

（

282,647

266

単

,677,216

5,

位

787,278,50

：

0

円）

【業務活動収支】

　業務支出

　　業務費用支出

　　　人件費支出

　　　物件費等支出

　　　支払利息支出

　　　その他の支出

　　移転費用支出

　　　補助金等支出

　　　社会保障給付支出

　　　他会計への繰出支出

　　　その他の支出

　業務収入

　　税収等収入

　　国県等補助金収入

　　使用料及び手数料収入

　　その他の収入

　臨時支出

　　災害復旧事業費支出

　　その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

　投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

　　基金積立金支出

　　投資及び出資金支出

　　貸付金支出

　　その他の支出

　投資活動収入

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

　　貸付金元金回収収入

　　資産売却収入

　　その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

　財務活動支出

　　地方債償還支出

　　その他の支出

　財務活動収

【

入

　　地方債発行収入

様

　　その他の収入

財務

式

活動収支

本年度資金収

第

支額

前年度末資金残高

４

本年度末資金残高

前年

号

度末歳計外現金残高

本

】

年度歳計外現金増減額

科

本年度末歳計外現金残

目

高

本年度末現金預金残

金

高

63,291,

額

291,911

30,364,805,886

11,367,27

岩

8,589

17,12

見

5,688,722

8

沢

92,346,417

市

979,492,15

 

8

32,926,48

 

6,025

25,03

平

6,422,774

7

成

,850,837,4

2

03

0

39,225,

8

848

68,889,

年

807,024

36,

度

439,704,66

全

3

16,193,07

体

6,232

14,65

資

8,693,742

1

金

,598,332,3

収

87

0

0

0

0

5,59

支

8,515,113

1

計

1,918,387,

算

332

7,372,5

書

46,587

897,

自

980,745

420

　

,600,000

3,

平

223,820,00

成

0

3,440,000

2

5,744,422,

8

395

1,619,0

年

36,236

398,

 

131,825

3,2

4

32,910,000

月

56,176,922

 

438,167,41

1

2

△6,173,96

日

4,937

7,037

至

,498,306

6,

　

408,033,78

平

0

629,464,5

成

26

7,687,94

2

7,422

7,220

9

,600,000

46

年

7,347,422

6

 

50,449,116
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【注記】 全体財務書類 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価方法については、再調達原価としています。 

 

②無形固定資産･･････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価方法については、再調達原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的以外の有価証券････････････取得原価 

 

②出資金････････････････････････････････出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産･･････････････････････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  15 年～50 年 

工作物 20 年～60 年 

物品   3 年～27 年 

 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

て会計処理を行っています。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

未収金については、過去 3 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

長期延滞債権については、過去 3 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

 

②退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

③損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

④賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含む現金 

 

（７）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、病院事業会計、水道事業会

計及び下水道事業会計については、税抜方式によっています。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①物品の計上基準 

物品については、岩見沢市会計規則に定める重要な物品（自動車、自動車以外の動力に

より運転するもので購入価格が 25 万円以上の機械類及び購入価額が 50 万円以上のもの）

を資産として計上しています。 

 

２ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

国民健康保険費会計 

と畜場費会計 

公共用地等造成費会計 

公設卸売市場費会計 

高等学校費会計 

企業用地造成費会計 

農業集落排水事業費会計 

介護保険費会計 

後期高齢者医療費会計 

病院事業会計 （地方公営企業法適用会計） 

水道事業会計 （地方公営企業法適用会計） 

  下水道事業会計（地方公営企業法適用会計） 

 

②地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率   実質赤字は発生していません。 

連結実質赤字比率 連結実質赤字は発生していません 

実質公債費比率   5.9％ 

将来負担比率   44.9％ 

 

③繰越事業に係る将来の支出予定額                   4,651,997 千円 

 

④地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要 

額に含まれることが見込まれる金額（⑤のうち全体会計分）   41,811,958 千円 
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⑤地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素 

標準財政規模                       24,657,756 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     4,119,953 千円 

将来負担額                        72,631,095 千円 

充当可能基金額                      15,543,530 千円 

特定財源見込額                       6,001,903 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額       41,852,063 千円 
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財務書類の分析指標（平成２８年度決算）  

 

 

純資産比率 

 

 企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産がど

の程度の割合かを表しています。 

 数値が高いほど財政状況が健全であるといえます。 

 

純資産比率 ＝ 
純資産額  

資産総額  

 

（単位：千円） 

区分 純資産額 資産総額 純資産比率 

一般会計等 126,759,844 191,236,854 66.3％ 

全体 148,905,992 259,715,376 57.3％ 

 

 

 

 

社会資本形成の世代間比率 

 

 資産を形成するにあたってかかった負担を将来の世代がどの程度負担するか

を表しています。 

 数値が低いほど将来世代の負担割合が低いといえます。 

 

社会資本形成の世代間比率 ＝ 
負債総額  

資産総額  

 

（単位：千円） 

区分 負債総額 資産総額 
社会資本形成の

世代間比率 

一般会計等 64,477,012 191,236,854 33.7％ 

全体 110,809,384 259,715,376 42.7％ 
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有形固定資産減価償却率  
 

有形固定資産のうちの償却資産（建物や工作物など）について、法定耐用年数

に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを表しています。 

比率が高いほど施設の老朽化の度合いが高いことになります。 

   

有形固定資産減価償却率 ＝ 
減価償却累計額  

償却資産評価額 ＋ 減価償却累計額  

※算定の対象となる有形固定資産（償却資産）は、償却資産のうち、物品、無形固定資産及び 

建設仮勘定以外のものとしています。  

 

（単位：千円） 

区分 減価償却累計額 償却資産評価額 有形固定資産減価償却率 

一般会計等 123,540,675 223,669,950 55.2％ 

全体 163,647,540 311,786,899 52.5％ 

 

 

 

 

債務償還可能年数 

 

償還財源のすべてを実質債務（地方債残高や退職手当引当金などから充当可

能な基金等を控除した債務）の償還に充てた場合に、何年で実質債務を償還でき

るかを表しています。 

償還可能年数が短いほど債務償還能力が高いことになります。 

 

債務償還可能年数 ＝ 
将来負担額（※１） － 充当可能基金残高（※１）   

業務収入等（※２）  － 業務支出（※３）   

 

（単位：千円） 

区分 将来負担額 

－充当可能基金残高 

業務収入等 

－業務支出 

債務償還可能年数 

全体 57,088,045 6,766,494 8.4 年 

※１：地方公共団体財政健全化法上の将来負担比率の算定数値によります。 

※２：「業務収入」は資金収支計算書における業務収入による。また、「業務収入等」は、業務 

収入に臨時財政対策債発行可能額を加えた額としています。 

※３：「業務支出」は、資金収支計算書における業務支出としています。 
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